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■１．研究開発プロジェクトの目標の達成状況 
○目標は、達成されたと評価する。 
本プロジェクトは、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行下において、わが国で採用

された「要請」に基づく非特異的対策（Public Health and Social Measures : PHSM）の実効性と
限界、ならびにそれを支える科学的助言や同調・習慣化をめぐる社会心理の作用機序を、数理モ
デルや社会調査を用いて解明し、将来の健康危機管理に資する合理化・最適化の根拠を提示する
ことを目指したものである。具体的には、①同調圧力や習慣化のメカニズムの解明、②科学的助
言とコミュニケーションのあり方の検討、③対策の合理化・最適化（ダウングレード）の定量化
という 3つの柱が設定された。 
本プロジェクトの最大の特徴は、コロナ禍の初期から専門家組織の中枢メンバーとして政策形

成に関与した研究代表者が、科学と政策および科学と政治の相剋の問題を含め、コロナ対策の最
前線で得た深い洞察と課題意識を起点に、自身の専門領域である数理疫学の枠に留まることなく、
科学コミュニケーションや社会心理学等の異分野の知見をも統合して解を導き出そうとした点に
ある。当事者としての経験知を、多角的な学際的アプローチによって客観的な科学的知見へと昇
華させようと試みた本プロジェクトの挑戦は、まさに「政策のための科学」の理念を体現した実
践として、高く評価される。その点においてプロジェクトの目標設定は、本プログラムの趣旨に
合致するものであり、妥当であったといえる。 
本プロジェクトの具体的な研究成果として、以下の三点が挙げられる。 
第一に、緊急事態宣言等の要請ベースの対策の効果検証である。夜間繁華街滞留人口（GPS由

来データ）と実効再生産数の相関モデルを軸に、反実仮想分析（Counterfactual Analysis）を行う
ことで、緊急事態宣言等の介入がなかった場合に想定される感染者数・死亡者数を推計し、対策
の人口レベルでの抑止効果を定量的に可視化した。これは、政策担当者に対し介入の回避によっ
て生じたであろう社会的コストを数値として参照可能な枠組みで提示するものであり、将来のパ
ンデミック対応における行動計画の策定や、対策の費用対効果を検証するための基盤を形成した
成果といえる。 
第二に、対策の緩和・移行局面における科学的根拠の提示である。マスク着用推奨の停止（自

己判断化）という象徴的な政策転換に際し、着用率の低下が流行動態や死亡者数に与える影響を
タイムリーに推計し、対策の「ダウングレード」がもたらす疫学的インパクトを定量的に示した。
政策判断として「習慣化」の維持が選択されなかった局面であっても、その解除に伴うリスクを



可視化した点は、政策の合理化プロセスを支える知見の創出に寄与したと評価される。 
第三に、行動変容に至る科学コミュニケーションの構造の解明である。社会調査を通じて、情

報の媒体や発信源への「信頼」がいかなる経路で不安や行動変容に結びつくのか、その媒介プロ
セスを分析している。とりわけ、医療従事者や既存メディアへの信頼が回避行動を促進する一方
で、SNS への信頼が逆方向に作用しうるといった定量的示唆は、インフォデミック対策を含む将
来のリスク・コミュニケーション戦略のデザインにあたり、有益な知見を提供している。 
なお、本プロジェクトは、新型コロナウイルス感染症の流行収束期に差し掛かる時期に開始さ

れたものの、依然として変動する感染状況や社会的な関心の変遷を鋭敏に捉え、柔軟かつ機動的
に研究開発実施内容の見直しが行われた。具体的には、当初計画に含まれていた海外類似事象の
調査について、広範な比較調査を行うよりも、我が国固有の科学コミュニケーションの課題構造
を解明することに資源を集中させるべきとの戦略的な判断がなされた。また、マスク着用の自己
判断化という新たな政策局面の到来に際しては、直近の流行対応から次なるパンデミックへの備
えへと軸足を移しつつも、解除に伴うリスク評価などの必要な科学的知見を遅滞なく発信し続け
た。こうした実施内容の変更は、限られた資源の中で成果の最大化を図るための合理的な判断で
あり、動的に変化する政策課題に対する科学の即応性という観点からも重要な示唆を与えるもの
である。以上のことから、本プロジェクトは、社会情勢の変化や研究の進展を踏まえ、適切に計
画や体制を変更・修正したと評価する。 
一方で、本プロジェクトが掲げた同調圧力社会の分析や「つらくない社会」といった概念の掘

り下げについては、一定の実証・モデル化が試みられたものの、成果の統合的な提示や結論の説
得性という点では、なお発展の余地が残されている。また、数理疫学的分析の成果が多面的で充
実している一方、科学コミュニケーションおよび社会心理学からの貢献が定量的分析とどのよう
に接続されているのかが必ずしも明らかではなく、学際的な知見の統合には課題が残されたとい
える。 
 
■２．政策のための科学プログラムの目的達成への貢献状況 
○成果は、科学技術イノベーション政策形成の実践に将来的に資すると期待し得ると評価する。 
本プロジェクトの中心的貢献は、要請・緊急事態宣言等の非特異的対策やマスクの着用等の予

防行動について、政策判断の根拠となり得る定量的評価枠組みを提示した点にある。GPS 人流デ
ータ等を活用した反実仮想分析という手法の開発と実装を通じて、データサイエンスに基づく新
興感染症に対する健康危機管理に寄与できることを実証しうることを示したと評価される。 
既存データに基づく疫学的な現況分析という単なるデータドリブンの手法開発にとどまらず、

社会調査を通じた「信頼」と行動変容のメカニズムに関する分析、数理モデルを用いた「もし対
策をしなかったら」という反事実の可視化を行うことで、実際に政策判断を担う当事者やステー
クホルダーである政府・自治体の実務者らとの間で、科学的根拠に基づく対策の効果と社会的コ
ストについての議論を可能にした。 
また、本プロジェクトの特筆すべき特徴として、刻々と変化する感染状況に対するタイムリー

な分析による「作動中の科学」としての側面と過去の政策介入に対する事後的な効果検証という
側面が、プロジェクト期間を通じて並行して展開された点が挙げられる。前者については、プロ



ジェクト期間中に議論となったマスク着用推奨の見直し（自己判断化）の局面においては、直近
の政策課題に対して系統的レビューやリスク評価の結果を厚生労働省アドバイザリーボードや内
閣官房新型インフルエンザ等対策推進会議の基本的対処方針等分科会の場にタイムリーに提出す
ることで、現実の意思決定に直接的な貢献を果たした。 
また、後者については、緊急事態宣言等の強力な行動制限について、GPSデータ等を用いた精

緻な事後検証を行うことで、対策がなければ流行規模が桁違いに拡大していた可能性（東京都第
1 波で約 420 倍等）を定量的に推定した。この成果は、直ちに政府の公式な政策評価として採用
されたわけではないものの、過去の対策のインパクト評価という重要な貢献をしている。他方で、
政策手段のインパクト評価として考えた場合には、緊急事態宣言等の政策手段が及ぼす現実の影
響がやや単純化されており、本来考慮すべき要素が捨象されている点が惜しまれる。将来的なパ
ンデミックに対する備えという観点では、インパクト評価の枠組みとしてのさらなる発展可能性
が残されているといえる。 
 
○本プロジェクトは、「科学技術イノベーション政策のための科学」に資する新たな指標や手法等
の創出および制度等にある程度貢献し得ると評価する。 
本研究開発では、GPS人流データやサーベイランスデータ等の多様なデータを基にした数理モ

デルによる解析、社会文化的規範指標（Cultural Tightness-Looseness Scale: CTLS）および反実仮
想シナリオに基づいて、非特異的対策の効果を定量的かつ客観的に評価するための手法を提示し
ている。また、本プロジェクトでは内閣官房や厚生労働省に対する科学的助言をはじめアクショ
ン・リサーチも展開されているが、これに留まることなく多くの査読付き国際論文や政策提言の
取りまとめも行われている。 
手法・方法論の面については、本研究開発で用いられた数理モデル（SIR モデル等）や因果推論

の手法そのものは既に確立されたものであるものの、ステークホルダーとの連携を通じて、その
時々の政策ニーズやデータの制約に則してそれらを柔軟に組み合わせ、リアルタイムでの意思決
定支援や事後検証という現実の政策形成プロセスにおいて、具体的な政策的インプリケーション
を導出する分析手法として提示した点は特筆される。こうした危機管理下における政策評価の手
法開発は、新興感染症対策のみならず、不確実性の中で迅速な意思決定と事後的な検証が求めら
れるあらゆる技術領域、政策領域に共通する課題であり、その点において今後参照されるべき有
用な事例を提供するに至っていると評価される。 
一方で、課題も残されている。本研究開発の主題であった「つらくない」ニューノーマルの作

り方や有事における科学的助言のあり方について、同調圧力等に関する社会心理学的知見と感染
症数理モデルとを統合し、学際的かつ客観的な示唆を導出するという試みについては、必ずしも
十分な成果のとりまとめに至っていない面も見受けられた。これらは、本プロジェクトの成果を
さらに汎用性のある「政策のための科学」の知見へと昇華させるための重要な論点であり、今後
の課題としてさらなる発展を期待したい。 
 
 本プロジェクトは、数理疫学（感染症予防理論）を核としつつ、科学コミュニケーション、社
会心理学を含む学際的なチームで構成され、新興感染症の流行という現実の危機をめぐり、異分



野が協働して分析・発信・提言を行うことが目指された。実際の研究開発の推進には、多くの大
学院生や若手研究者が参画しており、彼らが政策現場のニーズに即した実践的なデータ分析や提
言の作成プロセスに関与したことは、次世代の「政策のための科学」を担う新たな研究人材の発
掘と育成に大きく貢献していると評価される。また、内閣官房や厚生労働省などの行政機関に対
する助言・協力のみならず、日本科学ジャーナリスト会議との連携が試みられるなど、多様なア
クターとの接続も模索された。こうしたステークホルダーとの関わりについては、より実質的な
連携や提言内容の深化という面で課題が残されたものの、研究開発の過程において多様な主体を
巻き込もうとした姿勢そのものは評価される。その点において、本プロジェクトは、人材ネット
ワークの拡大に貢献をしたと評価する。 

 
■３．研究開発プロジェクトの目標の達成に向けた取り組みの状況 
○研究開発活動は、概ね適切になされたと評価する。 
 本プロジェクトは、流行状況・制度環境・社会心理が短期間で激しく変化するパンデミック下
という困難な状況において、GPS由来の人流データや感染・死亡データ、さらには大規模なオン
ライン社会調査等の多様なデータ収集・分析を並行して実施し、当初の目標を維持しつつも柔軟
かつ機動的に活動を展開してきたと評価される。 
 前述の通り、当初計画に含まれていた海外類似事象の調査について、広範な比較調査を行うよ
りも我が国固有の科学コミュニケーションの構造的な解明に資源を集中させるべきとの戦略的な
判断が行われるなど、動的に変化する政策課題に対する科学の即応性という観点からも評価され
る。 
一方で、本プロジェクトは当事者としての経験知を基盤とするがゆえに、研究開発としての客

観性の担保とバイアスの制御が不可欠であることが採択当初より指摘されてきた。現実の政策形
成や事後的な評価等に深く関与する中で、このバランスの維持と調整には相当に苦慮されたこと
は想像に難くない。それゆえに、本プロジェクト運営にあたっては、当事者性のコントロールと
客観的検証のプロセスについて、第三者からの助言の獲得などの工夫がより自覚的かつ明示的に
組み込まれることが望まれた。 
 なお、研究代表者は、本プログラムの第 1 期（平成 26 年度採択）においてもプロジェクトを推
進していたこともあり、プログラムマネジメント側からの期待や課題感についても的確にとらえ
た対応が進められることが期待された。一方で、上述の計画の見直しや経験知の客観化と当事者
性のコントロールをめぐる工夫のあり方など、本プロジェクトの運営にかかる重要な要素が十分
にプログラム側と方向性を調整しながら進められたとは言い難い。特に、当事者性のコントロー
ルについては、採択時点から科学コミュニケーション、社会心理学の各グループの知見をもとに
客観性を担保していくことが求められていただけに、この点に関するプロジェクト全体の工夫の
実践状況や具体的な活動量がより可視化された形で、プログラム側とコミュニケーションをはか
ることが求められた。 
 
◯研究開発の実施体制および管理運営は、概ね適切であったと評価する。 
 研究代表者による強いリーダーシップのもと、感染症予防理論、科学コミュニケーション、社



会心理学という異なる専門領域からなる学際的なチームが組成され、不確実性の高い状況下にお
いても情勢変化に応じた調整・軌道修正を行いながら、的確にプロジェクトが運営されたと評価
できる。最終的には、多数の論文発表や政策提言のとりまとめ、社会に向けた発信が行われてお
り、精力的な研究開発が推進された点は高く評価される。 
しかしながら、各グループの連携と成果の統合については課題が残された。感染症予防理論グ

ループによる数理疫学的分析の成果が突出している一方で、科学コミュニケーションおよび社会
心理学の各グループが具体的にいかなる成果を創出したのかが必ずしも明瞭ではない。加えて、
これらの人文・社会科学的な取り組みがプロジェクト全体の成果創出にどのように貢献したのか、
とりわけ中核となる感染症予防理論グループの分析や提言にどのように接続され、相互作用をも
たらしたのかというロジックとプロセスが見えにくい点は否めない。 
今後は、本プロジェクトの本来の企図である健康危機管理の現場で得た当事者の経験知につい

て、数理疫学はもちろん、科学コミュニケーションや社会心理学のみならず、より多様な人文・
社会科学の専門知との接続・統合によって、さらに客観的かつ実践的な形式知へと昇華させてい
くことを強く期待したい。そのためにも学際的なプロジェクト内において各成果を有機的に結び
つけるための体制構築やマネジメントの工夫が一層望まれる。 
 
■総合評価 
○十分な成果が得られたと評価する。 
本プロジェクトは、新興感染症の流行下において、わが国で採用された「要請」に基づく非特

異的対策（PHSM）の実効性と限界、ならびにそれを支える科学的助言や社会心理の作用機序
を、数理モデルや社会調査を用いて解明し、将来の健康危機管理に資する合理化・最適化の根拠
を提示することを目指したものである。 
 プロジェクト期間中は、要請ベースの対策の効果検証、マスク着用推奨の緩和に伴う疫学的イ
ンパクトの推計、科学コミュニケーションにおける信頼と行動変容のメカニズム解明をはじめと
して、感染症対策と社会管理に関する様々な理論的・実証的な分析が精力的に行われた。 
 本プロジェクトの成果の最大の特徴は、過去の政策介入に対する事後的な効果分析と、刻々と
変化する感染状況に対するタイムリーな意思決定支援のための分析を両輪として駆動させ、現実
の政策形成に貢献を果たした点にある。 
 特に、GPS 人流データ等を活用した反実仮想分析は、緊急事態宣言等の対策がなかった場合
の流行規模を定量的に可視化し、政策担当者に対して介入の回避によって生じたであろう社会的
コストを客観的な数値として提示することを可能にした。また、マスク着用の自己判断化という
局面においては、直近の政策課題に対してリスク評価の結果を厚生労働省アドバイザリーボード
等の場にタイムリーに提出することで、現実の意思決定に直接的な貢献を果たした。このよう
に、有事における「作動中の科学」として、政策現場のニーズを的確にとらえながら研究開発と
成果の実装が進められた点は特筆される。 
 さらに、本プロジェクトは、本プログラムが求める科学的知見の政策過程への適用・展開とい
う難易度の高い課題について、実際の内閣官房・厚生労働省における意思決定プロセスに貢献し
ているのみならず、当事者として政策形成に関与するなかで、科学的助言のあり方やリスクコミ



ュニケーションの観点からも重要な示唆を獲得・導出している。また、単に分析結果を行政組織
に提示するだけでなく、書籍の刊行やメディア等を通じた積極的な発信を行うことで、科学的知
見の内容を透明性のある形で広く社会に普及させるに至っている。 
 このように、本プロジェクトは、健康危機管理下における実際の意思決定に重要な貢献を果た
している。その一方で、緊急性の高い課題への応答や数理モデルによる分析を優先した結果とし
て、大きく 2つの課題が残された。第一に、主要な目標の一つであった同調圧力や習慣化等の概
念について、科学コミュニケーションや社会心理学的見地を研究代表者がこれまでに獲得・蓄積
してきた経験知と感染症数理モデルにうまく結合させるという試みに関しては、必ずしも十分な
成果を創出するに至っていないように窺われる。第二に、「科学的助言のあり方」に関する体系
的な検討の不足である。政策形成に深く関与する当事者としての主観的な経験知と、科学的な作
法を通じた客観的な根拠に基づく知見とを峻別し、そのバランスを維持することについては課題
が残されたが、そうした現場での葛藤や実体験にとどまらず、今後の危機管理において「科学的
助言」がいかにあるべきかという構造的・制度的な課題について、学術的かつ客観的な視点から
検討を深めるには至らなかった。これらの残された課題は、様々な実践的な知見を形式知化して
いくことが期待される「政策のための科学」を深化させるうえで極めて重要な方法論的かつマネ
ジメント上の論点である。 
今後は、本プロジェクトで得られた知見をあらためて体系化するとともに、異分野融合のメソ

ドロジーや当事者性のマネジメントについても、さらなる研究課題として発展的な取り組みを強
く期待したい。 
 なお、データに基づく客観的な政策評価と、不確実性の中での迅速な意思決定支援という本プ
ロジェクトにおける中核的な試みは、いまや健康危機管理のみならず、わが国における多くの政
策領域に共通する重大な課題である。その点において、本プロジェクトはその先導的な役割に位
置付けられるものである。本プロジェクトにおける経験知をより一般化した形で整理することを
通じて、同様の問題関心を有する研究者あるいは政策担当者・事業者等が参照可能な形で知見が
取りまとめられることを期待する。 
 
■特記事項 
本プロジェクトは、本プログラムにおいて 2 回目の採択となるプロジェクトである。前プロジ

ェクトである「感染症対策における数理モデルを活用した政策形成プロセスの実現」（平成 26 年
度採択、研究実施期間：平成 26 年 10 月〜平成 29 年 9 月）では、当時わが国の厚生労働行政の
意思決定過程において感染症数理モデルが用いられることは稀であったなか、その意義と有用性
を強く提唱しつつ、実際の政策担当者との関係性構築をはかるとともにモデルの利用に対する理
解を得ることで、実際に様々な計画や基準の改定に結びつけるなど、政策実装に成功した実績を
有する。そうした実績こそが、後の新型コロナウイルス感染症流行初期からのクラスター対策を
中心とした数理モデルを活用した対策の直接的な背景となっていたことは、本プロジェクトの成
果の礎としてあらためて特筆されるべき点である。 
 加えて、本プロジェクトは、本プログラムの広報媒体である「POLICY DOOR」において、イ
ンタビューや対談などの形で複数回にわたり記事化されるなど、本プログラムの活動および成果



の対外的発信において、さらには広く政策と科学の対話の場の創出に対しても多大な貢献が認め
られる。 
また、その他の特筆されるべき事項として、研究代表者によるリーダーシップのもと京都大学

内に大学院医学研究科附属ヘルスセキュリティセンターが設置され、人材・ネットワークの拠点
機能が組織化されている点が挙げられる。あくまでも本プロジェクトは一つの契機であり直接の
成果ではないにせよ、前プロジェクトおよび本プロジェクトを通じて醸成された問題意識や実践
的な知見、そして人材・ネットワークといった拠点機能が組織化されたことを意味している。同
センターにおける次世代の健康危機管理に関する人材育成の基盤整備の取り組みの中で、本プロ
ジェクトの成果がレガシーとして引き継がれ、さらに持続的に発展していくことを強く期待した
い。 


